
 し、必要な支援が継続的に受けられるよう、支援状況等を一元的にフォローする。 
 ②職業意識啓発事業 
  職業意識啓発のため、若者キャリア開発プログラム(ジョブトレーニング、職業 

ふれあい事業等）を実施する。 
③地方自治体の事業(ネットワーク業務) 
 地域の若者支援機関のネットワークを構築。各機関のサービスが効果的に受け 
られるようネットワークを維持管理。また、ネットワークを通じた支援の必要 
な若者を把握する。 
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